
「国民の責務」に係る立法例

資料２－３①

「国民の責務」に係る立法例

○ 「国民の責務」の規定では、国民に対して一定の知識又は行動を求めるとともに、国及び地
方公共団体が行う施策に協力することを求めるのが一般的方公共団体が行う施策に協力することを求めるのが 般的。

○ 「国民の責務」を規定している法律のほぼ全てが、「国の責務」、「地方公共団体の責務」及
び「事業者の責務」を併せて規定。

消防法（昭和二十三年七月二十四日法律第百八十六号）

第１条 この法律は、火災を予防し、警戒し及び鎮圧し、国民の生命、身体及び財産を火災から保護第 条 法律 、火災を予防 、警戒 及 鎮 、国民 命、身体及 財産を火災 保護
するとともに、火災又は地震等の災害による被害を軽減するほか、災害等による傷病者の搬送を適
切に行い、もつて安寧秩序を保持し、社会公共の福祉の増進に資することを目的とする。

（国民の責務の規定はなし）

→ 他の法律における「国民の責務」に関する立法例を見ると、おおむね次の３パターン。→ 他の法律における「国民の責務」に関する立法例を見ると、おおむね次の３パタ ン。

① 一定の行動＋国・地方公共団体の施策への協力を求めるタイプ
② 一定の理解＋国・地方公共団体の施策への協力を求めるタイプ
③ 定の理解 行動のみを求めるタイプ③ 一定の理解・行動のみを求めるタイプ
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① 一定の行動＋国・地方公共団体の施策への協力を求めるタイプ

○ バイオマス活用推進基本法

（目的）
第一条 この法律は、バイオマスの活用の推進に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体、事業者及び国民の責務を明らかにすると第 条 法律 、 活用 推 関 、 本 を定 、 国、 方 団体、事業者及 国民 責務を明 す

ともに、バイオマスの活用の推進に関する施策の基本となる事項を定めること等により、バイオマスの活用の推進に関する施策を総合的か
つ計画的に推進し、もって持続的に発展することができる経済社会の実現に寄与することを目的とする。

（国の責務）
第十四条 国は、第三条から前条までに定めるバイオマスの活用の推進に関する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、バイオマス

の活用の推進に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。
（地方公共団体の責務）
第十五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、バイオマスの活用の推進に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の

区域の自然的経済的社会的諸条件に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。
（事業者の責務）
第十六条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、自ら積極的にバイオマスの活用の推進に努めるとともに、国又は地方公共

団体が実施するバイオマスの活用の推進に関する施策に協力するよう努めるものとする。
（国民の責務）
第十七条 国民は、基本理念にのっとり、その日常生活に関し、製品の購入に当たってバイオマスを利用した製品を選択すること等によりバイ

オマスの活用を推進するよう努めるとともに、国又は地方公共団体が実施するバイオマスの活用の推進に関する施策に協力するよう努める
ものとする。

（目的）
第一条 この法律は、ダイオキシン類が人の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある物質であることにかんがみ、ダイオキシン類に

○ ダイオキシン類対策特別措置法

第 条 の法律は、ダイオキシン類が人の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある物質である とにかんがみ、ダイオキシン類に
よる環境の汚染の防止及びその除去等をするため、ダイオキシン類に関する施策の基本とすべき基準を定めるとともに、必要な規制、汚染
土壌に係る措置等を定めることにより、国民の健康の保護を図ることを目的とする。

（国及び地方公共団体の責務）
第三条 国は、ダイオキシン類による環境の汚染の防止及びその除去等に関する基本的かつ総合的な施策を策定し、及び実施するものとする。
２ 地方公共団体は、当該地域の自然的社会的条件に応じたダイオキシン類による環境の汚染の防止又はその除去等に関する施策を実施す
るものとする

（事業者の責務）
第四条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、これに伴って発生するダイオキシン類による環境の汚染の防止又はその除去等をする

ために必要な措置を講ずるとともに、国又は地方公共団体が実施するダイオキシン類による環境の汚染の防止又はその除去等に関する施
策に協力しなければならない。

（国民の責務）
第五条 国民は、その日常生活に伴って発生するダイオキシン類による環境の汚染を防止するように努めるとともに、国又は地方公共団体が

実施するダイオキシン類による環境の汚染の防止又はその除去等に関する施策に協力するように努めるものとする。
2



② 一定の理解＋国・地方公共団体の施策への協力を求めるタイプ

○ 海洋基本法

（目的）
第一条 この法律は、地球の広範な部分を占める海洋が人類をはじめとする生物の生命を維持する上で不可欠な要素であるとともに、海に囲第 条 法律 、 球 広範 部分を占 海洋 類を す 物 命を維持す 欠 要素 あ 、海 囲

まれた我が国において、海洋法に関する国際連合条約その他の国際約束に基づき、並びに海洋の持続可能な開発及び利用を実現するための
国際的な取組の中で、我が国が国際的協調の下に、海洋の平和的かつ積極的な開発及び利用と海洋環境の保全との調和を図る新たな海洋立
国を実現することが重要であることにかんがみ、海洋に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体、事業者及び国民の責務を明らかにし、並び
に海洋に関する基本的な計画の策定その他海洋に関する施策の基本となる事項を定めるとともに、総合海洋政策本部を設置することにより、海
洋に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって我が国の経済社会の健全な発展及び国民生活の安定向上を図るとともに、海洋と人類の
共生に貢献することを目的とする。
（国の責務）
第八条 国は、第二条から前条までに定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、海洋に関する施策を総合的かつ計画的に策定し、
及び実施する責務を有する。
（地方公共団体の責務）
第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、海洋に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の区域の自然的社会的条
件に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。
（事業者の責務）
第十条 海洋産業の事業者は、基本理念にのっとりその事業活動を行うとともに、国又は地方公共団体が実施する海洋に関する施策に協力す
るよう努めなければならない。
（国民 責務）（国民の責務）
第十一条 国民は、海洋の恵沢を認識するとともに、国又は地方公共団体が実施する海洋に関する施策に協力するよう努めなければならない。

（目的）

○ 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律

第一条 この法律は、高齢者に対する虐待が深刻な状況にあり、高齢者の尊厳の保持にとって高齢者に対する虐待を防止することが極めて重要

であること等にかんがみ、高齢者虐待の防止等に関する国等の責務、高齢者虐待を受けた高齢者に対する保護のための措置、養護者の負担の
軽減を図ること等の養護者に対する養護者による高齢者虐待の防止に資する支援（以下「養護者に対する支援」という。）のための措置等を定める
ことにより、高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等に関する施策を促進し、もって高齢者の権利利益の擁護に資することを目的とする。
（国及び地方公共団体の責務等）
第三条 国及び地方公共団体は 高齢者虐待の防止 高齢者虐待を受けた高齢者の迅速か 適切な保護及び適切な養護者に対する支援を行う第三条 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止、高齢者虐待を受けた高齢者の迅速かつ適切な保護及び適切な養護者に対する支援を行う
ため、関係省庁相互間その他関係機関及び民間団体の間の連携の強化、民間団体の支援その他必要な体制の整備に努めなければならない。
２ 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護並びに養護者に対する支援が専門的知識に基づき適切

に行われるよう、これらの職務に携わる専門的な人材の確保及び資質の向上を図るため、関係機関の職員の研修等必要な措置を講ずるよう努め
なければならない。
３ 国及び地方公共団体は 高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護に資するため 高齢者虐待に係る通報義務 人権侵犯事３ 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護に資するため、高齢者虐待に係る通報義務、人権侵犯事
件に係る救済制度等について必要な広報その他の啓発活動を行うものとする。
（国民の責務）
第四条 国民は、高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等の重要性に関する理解を深めるとともに、国又は地方公共団体が
講ずる高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等のための施策に協力するよう努めなければならない。
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③ 一定の理解・行動のみを求めるタイプ

○ 自殺対策基本法

（目的）
第 条 この法律は 近年 我が国において自殺による死亡者数が高い水準で推移していることにかんがみ 自殺対策に関し 基本理念を定め第一条 この法律は、近年、我が国において自殺による死亡者数が高い水準で推移していることにかんがみ、自殺対策に関し、基本理念を定め、

及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、自殺対策の基本となる事項を定めること等により、自殺対策を総合的に推進して、自殺の
防止を図り、あわせて自殺者の親族等に対する支援の充実を図り、もって国民が健康で生きがいを持って暮らすことのできる社会の実現に寄与す
ることを目的とする。
（国の責務）
第三条 国は 前条の基本理念（次条において「基本理念」という ）にのっとり 自殺対策を総合的に策定し 及び実施する責務を有する第三条 国は、前条の基本理念（次条において「基本理念」という。）にのっとり、自殺対策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。
（地方公共団体の責務）
第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺対策について、国と協力しつつ、当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を
有する。
（事業主の責務）
第五条 事業主は 国及び地方公共団体が実施する自殺対策に協力するとともに その雇用する労働者の心の健康の保持を図るため必要な措置第五条 事業主は、国及び地方公共団体が実施する自殺対策に協力するとともに、その雇用する労働者の心の健康の保持を図るため必要な措置
を講ずるよう努めるものとする。
（国民の責務）
第六条 国民は、自殺対策の重要性に対する関心と理解を深めるよう努めるものとする。

○ 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律

（目的）
第一条 この法律は、国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人による環境物品等の調達の推進、環境物品等に関する情報の

提供その他の環境物品等への需要の転換を促進するために必要な事項を定めることにより、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の
構築を も 在 び将来 健康 的な生 確保 寄与す を 的 す構築を図り、もって現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的とする。
（国及び独立行政法人等の責務）
第三条 国及び独立行政法人等は、物品及び役務（以下「物品等」という。）の調達に当たっては、環境物品等への需要の転換を促進するため、予
算の適正な使用に留意しつつ、環境物品等を選択するよう努めなければならない。
２ 国は、教育活動、広報活動等を通じて、環境物品等への需要の転換を促進する意義に関する事業者及び国民の理解を深めるとともに、国、地

方公共団体 事業者及び国民が相互に連携し 環境物品等 需要 転換を図る活動を促進するため必要な措置を講ずるよう努めなければな方公共団体、事業者及び国民が相互に連携して環境物品等への需要の転換を図る活動を促進するため必要な措置を講ずるよう努めなければな
らない。
（地方公共団体及び地方独立行政法人の責務）
第四条 地方公共団体は、その区域の自然的社会的条件に応じて、環境物品等への需要の転換を図るための措置を講ずるよう努めるものとする。
２ 地方独立行政法人は、当該地方独立行政法人の事務及び事業に関し、環境物品等への需要の転換を図るための措置を講ずるよう努めるも
のとするのとする。
（事業者及び国民の責務）
第五条 事業者及び国民は、物品を購入し、若しくは借り受け、又は役務の提供を受ける場合には、できる限り環境物品等を選択する
よう努めるものとする。 4


